
証券コード9534
平成29年６月５日

株 主 各 位
札 幌 市 中 央 区 大 通 西 七 丁 目 ３ 番 地 １

北 海 道 瓦 斯 株 式 会 社
代表取締役社長 大 槻 博

第171回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第171回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができます。後記の株主
総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
平成29年６月26日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。
　また、当社では、インターネットにより議決権を行使することもできます。議決権行使ウェブ
サイト（http://www.web54.net）より議決権をご行使いただく場合は、８頁に記載の「イン
ターネットによる議決権行使について」をご参照のうえ、議案に対する賛否をご入力くださいま
すようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成29年６月27日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 札幌市中央区大通西七丁目３番地１

エムズ大通ビル ４階 当社会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第171期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)事業報告、連結計算書類、計算書類なら
びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 取締役８名選任の件
　第２号議案 監査役１名選任の件
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4. 議決権行使についてのご案内
（1） 書面により議決権を行使される場合は、平成29年６月26日（月曜日）午後５時までに

到着したものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
（2） インターネットにより議決権を行使される場合は、８頁に記載の「インターネットによ

る議決権行使について」をご参照のうえ、平成29年６月26日（月曜日）午後５時までに
ご行使いただいたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（3） 書面もしくはインターネットにより、複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行わ
れたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（4） 書面とインターネットによる議決権行使が重複して行われた場合は、後に到着したもの
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（5） 書面とインターネットによる議決権行使が同日に到着した場合は、インターネットによ
るものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

　 【議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net）】
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎ 議決権の行使を委任できる代理人は、当社定款の規定に基づき、当社の議決権を有する他の
株主さま１名とさせていただいております。代理人がご出席される際は、代理権を証明する
書面（委任状）、ご本人および代理人の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎ 事業報告、連結計算書類、計算書類およびこれらに係る監査報告は、別添の「第171期報告
書」に記載のとおりであります。

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正をすべき事情が生
じた場合には、当社ウェブサイトにおいて修正後の事項を掲載させていただきます。

◎ 当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主さまにおかれましても軽
装でご出席くださいますようお願い申しあげます。

　 【当社ウェブサイト（http://www.hokkaido-gas.co.jp/）】
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
　

第１号議案　取締役８名選任の件
　
　本総会終結の時をもって、取締役全員は任期満了となりますので、取締役８名の選任をお
願いいたしたいと存じます。

　 取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

１
おお つき ひろし

大 槻 博
（昭和24年７月11日生）

昭和47年10月 当社入社

166,000株

平成10年６月 同取締役
平成12年６月 同常務取締役
平成14年６月 同代表取締役副社長
平成18年６月 同代表取締役 副社長執行役員
平成20年４月 同代表取締役社長 社長執行役員

営業本部長
平成26年４月 同代表取締役社長 社長執行役員

営業本部長、技術開発研究所担当
平成27年10月 同代表取締役社長 社長執行役員

エネルギーサービス事業本部長（現任）

２

こん どう きよ たか

近 藤 清 隆
（昭和35年５月16日生）

昭和59年４月 当社入社

33,000株

平成19年４月 同原料企画担当部長
平成20年５月 同石狩基地建設部長兼原料企画担当部長
平成23年４月 同執行役員

生産技術部長兼石狩基地建設部長
平成26年４月 同常務執行役員

生産技術部担当、生産技術部長
平成26年６月 同取締役 常務執行役員

生産技術部担当、生産技術部長
平成27年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長、生産技術部長
平成28年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長
平成29年４月 同取締役 常務執行役員

生産供給本部長、生産事業部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

３

つち や ひろ あき

土 谷 浩 昭
（昭和35年７月25日生）

昭和59年４月 当社入社

25,000株

平成18年６月 同人事担当部長
平成22年４月 同企画部長
平成23年４月 同執行役員

営業副本部長 お客さま部長兼営業企画部長
平成26年４月 同常務執行役員

ＩＣＴ推進部・総務人事部・人材開発センタ
ー・内部統制推進室・リスク管理担当

平成26年６月 同取締役 常務執行役員
ＩＣＴ推進部・総務人事部・人材開発センタ
ー・内部統制推進室・リスク管理担当

平成27年10月 同取締役 常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
総務人事部・人材開発センター担当

平成29年４月 同取締役 常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・リスク管理担当（現任）

４
すぎ おか しょう ぞう

杉 岡 正 三
（昭和31年５月28日生）

昭和54年４月 当社入社

79,140株

平成16年７月 同人事担当部長
平成18年６月 同執行役員
平成19年６月 同取締役 執行役員
平成20年４月 同取締役 常務執行役員
平成21年７月 同取締役 常務執行役員

営業副本部長、お客さま部長
平成25年４月 同取締役 常務執行役員

ＩＣＴ推進部・総務人事部・内部統制推進
室・リスク管理担当

平成26年４月 同取締役（現任）
北ガスジェネックス株式会社代表取締役社長（現任）

５
の だ まさ お

野 田 雅 生
（昭和28年４月26日生）

昭和63年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
林田・柏木・田澤法律事務所勤務

0株

平成３年４月 野田純生法律事務所（現、野田総合法律事務
所）勤務

平成15年４月 東京地方裁判所民事調停委員（現任）
平成18年６月 当社社外取締役（現任）
平成18年11月 野田総合法律事務所

第一室代表弁護士（現任）
平成25年６月 日本ユニシス株式会社

社外監査役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および担当ならびに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

６
なか がみ ひで とし

中 上 英 俊
（昭和20年３月11日生）

昭和48年４月 住環境計画研究所所長

14,000株

昭和51年１月 株式会社住環境計画研究所
代表取締役所長

平成22年６月 当社社外取締役（現任）
平成25年４月 株式会社住環境計画研究所

代表取締役会長（現任）

７

※
すえ なが もり と

末 長 守 人
（昭和36年11月27日生）

昭和60年４月 当社入社

17,000株

平成19年２月 同広報・総務・秘書担当部長
平成22年４月 同総務部長
平成24年４月 同執行役員 総務部長兼人事部長
平成24年７月 同執行役員 総務人事部長
平成29年４月 同常務執行役員

総務人事部担当 総務人事部長（現任）

８

※
い ざわ ふみ とし

井 澤 文 俊
（昭和39年12月19日生）

昭和63年４月 当社入社

26,000株

平成24年１月 同営業企画部フレアストサポートグループ
マネージャー兼営業企画部営業企画グループ
マネージャー

平成25年４月 同営業副本部長付
北ガスフレアスト南株式会社出向
北ガスフレアスト南株式会社代表取締役専務

平成26年３月 当社営業副本部長付
北ガスフレアスト南株式会社出向
北ガスフレアスト南株式会社代表取締役社長

平成27年４月 当社執行役員 企画部長
平成27年10月 同執行役員 経営企画部長
平成29年４月 同常務執行役員

経営企画本部長 経営企画部長（現任）
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（注）1. ※印は、新任候補者を示します。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありませんが、野田雅生氏の所属する法律事務所と当
社との間には、法律顧問契約に基づく法律相談業務の委託の取引関係があります。また、中上英俊氏
の所属する研究所と当社との間には、共同実施協定に基づく調査研究業務およびコンサルティング業
務の委託の取引関係があります。
3. 野田雅生氏および中上英俊氏は、社外取締役候補者であります。当社は、両氏を一般株主と利益相反
が生じるおそれのない独立役員として指定し、上場証券取引所に届け出ております。なお、両氏が選
任された場合は引き続き独立役員とする予定です。
4. 野田雅生氏につきましては、弁護士としての豊富な経験および専門的な視点を当社の経営に反映して
いただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、企業法務の専門家とし
て、高い見識を有していることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断い
たします。

　 中上英俊氏につきましては、エネルギー・環境分野に関する専門的な知見と豊富な経験を当社の経
営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。
5. 社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって野田雅生氏は11年、中上英俊氏は７
年であります。
6. 野田雅生氏および中上英俊氏と当社との間では会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を締結
しており、両氏が選任された場合は当該契約を継続する予定です。なお、当該契約に基づく損害賠償
責任限度額は、法令に定める最低責任限度額または1,000万円のいずれか高い額となります。
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第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役合月宏氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠として監査役１
名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、補欠として選任された監査役の任期は、当
社定款の規定により、前任者の任期満了の時までとなります。
　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

※
つつみ のぶ ゆき

堤 信 之
（昭和34年１月６日生）

平成10年４月 当社入社

44,000株

平成19年４月 同経理財務担当部長
平成22年４月 同執行役員
平成24年４月 同常務執行役員
平成24年６月 同取締役 常務執行役員

経理部担当、経理部長
平成29年４月 同取締役（現任）

（注）1. ※印は、新任候補者を示します。
2. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以 上
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インターネットによる議決権行使について
インターネットにより議決権を行使される場合は、次の事項をご了承のうえご行使ください。
１. 議決権行使ウェブサイトについて
■インターネットによる議決権行使は、議決権行使ウェブサイト（http://www. w

ウ ェ ブ 行 使
eb54 .net）をご利用

いただくことによってのみ可能です。インターネットによる議決権の行使には、議決権行使書用紙に表
示された「議決権行使コード」および「パスワード」が必要です。なお、携帯電話専用サイトは開設し
ておりませんのでご了承ください。
■議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接続料金等）は、
株主さまのご負担となります。

２．パスワードのお取り扱いについて
■パスワードは、ご投票される方が株主さまご本人であることを確認するための重要な情報ですので大切
にお取り扱いください。
■パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。パスワードのお電話などによ
る照会にはお答えいたしかねますので、パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお
手続きください。

３. システムに係わる条件について
インターネットにより議決権を行使される場合は、以下のシステム環境が必要です。
■画面の解像度が 横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。
■次のアプリケーションをインストールしていること。
ア．ウェブブラウザとしてVer.5.01 SP２以降のMicrosoft® Internet Explorer
イ．PDFファイルブラウザとしてVer.4.0以降のAdobe® Acrobat® Reader®または、Ver.6.0以降の
Adobe® Reader®
※Internet Explorerは米国Microsoft Corporationの、Adobe® Acrobat® Reader®およびAdobe®
Reader®は米国Adobe Systems Incorporatedの、米国および各国での登録商標、商標および製
品名です。

４. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
　本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせくださ
い。
■三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00）
■その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
　 ① 証券会社に口座をお持ちの株主さま
　 お取り引きの証券会社あてにお問い合わせください。
　 ② 証券会社に口座のない株主さま（特別口座をお持ちの株主さま）
　 三井住友信託銀行 証券代行事務センター

［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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石
　
山
　
通

駅
　
前
　
通

（
地
下
鉄
南
北
線
）

札幌テレビ放送

NTTコムウェア
札幌ビル

エムズ大通ビル 大　通　公　園

大通駅
札幌
三越北海道

銀行
（市電）

西８丁目

札幌ビューホテル
大通公園

西11丁目駅 （地下鉄東西線）

北洋
大通センター
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1. 地下鉄 大通駅より …………………………… 徒歩約10分
西11丁目駅より ……………………… 徒歩約５分

市 電 西８丁目停留所より ………………… 徒歩約３分

2. 会場には駐車場を用意してございませんので、公共交通機関等をご利用願い
ます。

環境にやさしく……本紙は再生紙を使用しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 14時01分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）
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連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款の
規定に基づき、当社ウェブサイト(http://www.hokkaido-gas.co.jp/)に掲載しておりますので、
本報告書には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人が監査した連結計算書類および
計算書類は、本報告書に記載の各書類と当社ウェブサイトに掲載している連結注記表および個別
注記表とで構成されております。

表紙イラスト：佐々木 小世里（ささき こより）
平成４年より新聞、雑誌、広告などで活躍するイラストレーター。主な仕事にＪＲタワーホテル日航札幌のゲスト用ポスト
カードなど。
札幌芸術の森美術館企画展「真冬の花畑」参加（平成22年）。
平成29年４月より、北海道新聞電子版の「週刊コラム」に月１度の連載「ふわっと飛んでみたら」がスタート。
著書に「ほっぺおちの旅」（柳亜古と共著）がある。札幌市在住。
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事業報告（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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１ 企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過およびその成果

当連結会計年度の北海道経済は、円高による輸出の減少など、一部で弱い動きが見られたものの、雇用・所得
環境の改善や、引き続き好調なインバウンドに加え、北海道新幹線の開業効果などを背景に、国内外からの観光
客が増加するなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。
一方、エネルギー業界におきましては、昨年４月の電力小売り全面自由化により、異業種参入による競争が本
格化しており、さらに、本年４月にはガスの小売り全面自由化がスタートするなど、当社グループを取り巻く環
境は大きく変化しております。
このような状況のもと、当社グループは、ガスの販売拡大を中心とした積極的な営業活動や保安の強化に取り
組むとともに、電力事業参入をはじめとする総合エネルギーサービス事業の展開に向けた取り組みを着実に進め
てまいりました。
連結売上高につきましては、都市ガス販売量が増加したものの、原料費調整制度による販売単価の低下等によ

り、前連結会計年度に比べ6.5％減の87,040百万円となりました。一方、費用につきましては、経営全般にわた
る合理化・効率化を進めたことに加え、営業外収入が増加した結果、経常利益は前連結会計年度に比べ2.1％増
の1,824百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は法人税等を計上した結果、同12.7％増の
1,297百万円となりました。以下、事業別の概要をご報告申しあげます。
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事業別売上高構成比

その他 1.4%

工事及び
器具 16.4%

その他
エネルギー 15.9%

ＬＰG 6.8%

　ガス
　59.5%

(注) 事業別の売上高には、事業間の売上高を含んでおりますが、
　　連結売上高には、これを含んでおりません。

ガス
当連結会計年度末のお客さま件数は、新築・燃料転
換営業を積極的に進めたことに加え、賃貸住宅の獲得
件数の増加等により、前連結会計年度末に比べ4,206
件増の565,947件となり、４期連続の純増となりました。
都市ガス販売量は、家庭用につきましては、公営住
宅や老朽建物の撤去が一部でありましたものの、新設
件数の増加に加え、エコジョーズのお客さまなど、給
湯暖房を含め幅広い用途でガスをお使いいただけるお
客さまの件数が増加しております。また、春先と冬場
の気温が低めに推移したこともあり、前連結会計年度
に比べ11.8％増の179百万㎥となりました。業務用に
つきましては、医療分野における新規物件の獲得等に
より、同6.4％増の372百万㎥となり、他のガス事業
者向け卸供給を含めました総販売量は同8.1％増の
559百万㎥となりました。
また、ＬＮＧ販売においては、新たなお客さまの稼
働もありましたが、ＬＮＧ販売を含むガス全体の売上
高は、原料費調整制度による販売単価の低下等によ
り、同18.8％減の54,279百万円となりました。

（注）平成25年９月のガス標準熱量変更により、過去のガス販売量を
46.04655MJ/㎥から45MJ/㎥に換算しております。

ＬＰＧ
売上高は、ＬＰＧ販売量が増加したものの、原料費

調整制度による販売単価の低下等により、前連結会計
年度に比べ5.4％減の5,961百万円となりました。
その他エネルギー
売上高は、昨年４月から参入した電力事業の積極的
な営業活動によるお客さまの獲得や、気温等の影響に
よる熱供給事業の販売量の増加等により、前連結会計
年度に比べ70.6％増の13,838百万円となりました。
工事及び器具
売上高は、賃貸・戸建住宅の獲得件数増加等による
都市ガス器具販売の増加等により、前連結会計年度に
比べ1.2％増の15,354百万円となりました。
その他
売上高は、グループ会社の自動車販売の増加等によ
り、前連結会計年度に比べ6.5％増の1,656百万円と
なりました。
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2. 設備投資の状況

設備投資総額は、前連結会計年度に比べ2,713百万
円増加し、15,159百万円となりました。主な投資に
は石狩ＬＮＧ基地建設1,901百万円、導管5,075百万
円があります。

3. 資金調達の状況

石狩ＬＮＧ基地２号タンク建設、経年導管入替等の
設備投資に充当する目的で、長期借入金7,600百万円
に加え第17回無担保普通社債5,000百万円（7年
0.250％）を発行しました。
また、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債に
つきましては、当連結会計年度に613百万円の株式転
換があり（累計3,384百万円）、これにより、資本の
増強と有利子負債の減少が図られております。
これらの財務活動の結果、連結有利子負債の残高

は、前連結会計年度末に比べ1,786百万円増加し、
73,045百万円となりました。

4. 対処すべき課題

■当社が目指す総合エネルギーサービス事業
現在、エネルギーを取り巻く環境は大きな転換期を
迎えております。東日本大震災以降、エネルギーに対
する価値観は大きく変化し、省エネルギーが社会全体
に浸透・定着するとともに、少子高齢化・人口減少と
いった社会構造の変化が急速に進んでおり、エネルギー
需要は長期的に減少していく傾向にあると見ておりま
す。また、地球環境問題が深刻化する中、ＣＯＰ２１
における新たな国際ルール「パリ協定」が昨年11月に
発効され、わが国においても「2030年度までに2013年度

比で温室効果ガスの排出を26％削減」という目標に
向けた取り組みが求められております。一方、昨年の
電力小売り全面自由化に続き、本年４月からはガスの
小売り全面自由化が始まり、エネルギーの垣根を越え
た競争がより一層本格化しております。
このような環境変化のもと、当社グループが持続的
に成長していくためには、これまでにない、新たなビ
ジネスモデルを展開する必要があります。このため、
「総合エネルギーサービス事業」という新たな事業の
展開に向けた諸施策に積極的に取り組んでいるところ
であります。
当社グループが目指す「総合エネルギーサービス事
業」とは、積雪寒冷地に適した省エネルギーシステム
を構築し、持続可能な社会を実現することであります。
具体的には、都市ガスの導管網を最大限活用し、ガ
スコージェネレーションシステムやガスマイホーム発
電「コレモ」、「エネファーム」といった分散型エネル
ギーを普及拡大してまいります。これにより、事業
所・家庭ごとに発電するとともに、排熱を有効利用す
ることでエネルギー効率を向上させます。電源につい
ては、太陽光、風力、木質バイオマスなど、地産地消
の再生可能エネルギーを効果的に組み合わせることに
より環境負荷を低減します。また、快適な省エネルギ
ーを実現するため、当社独自のエネルギーマネジメン
トシステムを普及拡大し、エネルギーの見える化など
により、ＣＯ２削減を推進します。さらに、これらを
繋ぐ情報ネットワークの構築により、効率的なエネル
ギーシステムの運用とお客さまへの多様なサービスを
展開してまいります。
そして、将来的には、エネルギーマネジメントシス
テムを軸に北海道全域への事業展開を図り、2030年
代には、お客さま件数100万件規模を達成したいと考
えております。
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■2016中期経営計画
当社グループでは、中期経営ビジョン「Progress
2020」の最終目標年度である2020年度までの5ヶ年
を対象とした「2016中期経営計画」を昨年度よりス
タートいたしました。本計画は「総合エネルギーサー
ビス事業」の本格展開に向けた基盤整備を行うもので
あり、主な取り組みとして「ガス事業基盤の強化」、
「電力事業の推進」、「北ガス版エネルギーマネジメン
トサービスの展開」を掲げ、当社グループの総力を結
集して積極的に進めているところであります。

【ガス事業基盤の強化】
当社のガス普及率は約50％であり、拡大・成長の
余地が大きいことから、まずは、事業の根幹でありま
す、天然ガスの普及拡大をはじめとしたガス事業基盤
の一層の強化に取り組んでおります。
家庭用分野では、エネルギー効率に優れた省エネ型給

湯暖房システム「エコジョーズ」や省エネ・節電効果の
高いガスマイホーム発電「コレモ」、「エネファーム」
の普及拡大を進めております。非家庭用分野では、ガ
ス空調システムやガスコージェネレーションシステム
といった天然ガスの高度利用を進めております。
また、供給エリア内のガス導管未整備地区におい
て、ガス導管を戦略的に整備・拡充するとともに、家
庭用・業務用の燃料転換を積極的に進めております。
昨年度は、札幌市内の22地区において、約10キロメ
ートルのガス導管を敷設し、150件を超えるガスと電
気のお客さまを獲得することができました。2017年
度は、30地区で20キロメートルのガス導管を敷設し、
約480件のお客さまの獲得を目指し、積極的な活動を
展開してまいります。
さらに、北海道全域における天然ガスの普及拡大を

推進するため、「ＬＮＧサテライト供給」の営業活動

を積極的に展開するとともに、北海道内のガス事業者
や他エネルギー事業者を含めたアライアンスの強化を
進めてまいります。
この他、昨年９月には、石狩ＬＮＧ基地内に２号タ
ンクが完成し運転を開始いたしました。今後も、石狩
ＬＮＧ基地のより安定した操業とＬＮＧ調達の柔軟性
を高め、北海道の天然ガス需要に対応しながら、環境
負荷の低減とエネルギーセキュリティーの向上に貢献
する北海道の重要なエネルギー供給インフラとしての
役割をしっかりと果たしてまいります。

【電力事業の推進】
昨年４月の電力小売り全面自由化により、一般家庭
およびオフィス、飲食店などの業務用分野への電力販
売をスタートしました。当社グループ一丸となって営
業活動を展開した結果、昨年度は、当初計画を超える
お客さまを獲得し、３月末時点で約５万７千件のお客
さまに電力を供給しております。また、本年４月から
は、当社のガスをお使いでないお客さま向けの料金割
引率を拡大し、北海道内のガス事業者との連携を図り
ながら、ＰＲ・巡回活動などを強化することにより、
北海道全域に「北ガスの電気」を浸透させていきま
す。これらの取り組みにより、電気のお客さま件数を
2017年度に10万件、2020年度には20万件まで増大
し、「総合エネルギーサービス事業」の本格展開に向
けた顧客基盤づくりを着実に進めてまいります。
一方、電源の整備・調達につきましては、石狩ＬＮ

Ｇ基地の敷地内に、世界最高クラスの発電効率を誇る
ガスエンジンを複数台設置した「石狩発電所」の建設
を進めております。天然ガスで発電し、排熱をガス製
造過程で有効利用することにより、環境負荷およびエ
ネルギーコストの低減を目指します。また、当社が事
業参画している「苫小牧バイオマス発電所」に加え、
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紋別のバイオマス発電からの電源調達を開始するな
ど、地産地消の環境負荷が少ない電源を最大限活用い
たします。自社電源と外部からの電源調達の最適な組
み合わせにより、高効率で環境にやさしい電源構成を
目指してまいります。

【北ガス版エネルギーマネジメントサービスの展開】
「総合エネルギーサービス事業」の展開で鍵となる

のが、当社独自のエネルギーマネジメントシステムの
開発です。積雪寒冷地でエネルギー消費が多い地域特
性に着目し、最先端の情報技術と行動科学を取り入れ
ることにより、エネルギー使用状況の可視化だけでな
く、お客さまの個々の住環境や生活・行動にあったエ
ネルギーの使い方を促します。これにより、お客さま
とともに、エネルギー消費量とＣＯ２排出量を削減し
ながら、快適な暮らしを実現してまいります。
当社独自のエネルギーマネジメントシステムであり
ます「北ガス版ＨＥＭＳ（※）」の自社開発につきま
しては、環境省の「省エネサポートシステム実証事
業」に採択されており、2018年度の市場投入に向け
て、実証試験に鋭意取り組んでいるところでありま
す。これまで一般的だった電気使用状況の見える化に
とどまらず、熱（暖房）利用に着目したお客さまへの
省エネアドバイスから暖房運転の自動制御までを行う
のが「北ガス版ＨＥＭＳ」の特徴です。
このような当社独自のエネルギーマネジメントシス
テムを北海道全域に広く普及させ、地域のエネルギー
利用の効率化を図ることにより、深刻化する地球環境
問題にも貢献してまいります。

当社グループは、「総合エネルギーサービス事業」
を展開することにより、北海道に適した新たなエネル
ギー社会をお客さまとともに創りあげ、地域社会の発

展と環境負荷の低減に貢献し、地域に根差す企業とし
ての社会的責任をしっかりと果たしながら、ともに成
長する企業グループを目指してまいります。
株主の皆さまにおかれましては、当社グループの取
り組みに関する一層のご理解を賜りますとともに、今
後とも変わらぬご支援をお願いいたします。

※ＨＥＭＳ（Ｈｏｍｅ Ｅｎｅｒｇｙ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ）
住まいの快適性の向上や省エネのために、エアコンや給湯器、照明等
のエネルギー消費機器と、ガスコージェネレーション等の創エネ機器
をネットワーク化して、家庭のエネルギー利用を制御・管理するシス
テム。
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5. 財産および損益の状況

区 分 平成25年度
第168期

平成26年度
第169期

平成27年度
第170期

平成28年度
第171期（当期）

売 上 高 （百万円） 93,669 100,830 93,131 87,040
経 常 利 益 （百万円） 1,555 1,671 1,785 1,824
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 2,019 1,823 1,151 1,297
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 29.15 26.06 14.77 16.19
総 資 産 （百万円） 127,434 130,103 130,357 136,058
純 資 産 （百万円） 36,339 38,842 40,625 42,048

6. 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

北 ガ ス ジ ェ ネ ッ ク ス 株 式 会 社 80百万円 100.0％ LPGの供給および販売、石油製品の販売等
北 ガ ス サ ー ビ ス 株 式 会 社 46 100.0 検針、OA機器の販売、保険代理業、自動車販売等
北 ガ ス ジ ー プ レ ッ ク ス 株 式 会 社 300 100.0 ガス工事、エネルギー設備工事等
株 式 会 社 エ ナ ジ ー ソ リ ュ ー シ ョ ン 350 100.0 冷温熱・電力の供給および販売等
株 式 会 社 北 海 道 熱 供 給 公 社 3,025 78.5 冷温熱・電力の供給および販売
北 海 道 Ｌ Ｎ Ｇ 株 式 会 社 2,000 70.0 LNGの卸売・出荷・輸送およびLNG基地設備賃貸
北 ガ ス フ レ ア ス ト 東 株 式 会 社 40 100.0 ガス機器販売および付帯設備工事の設計・施工等
北 ガ ス フ レ ア ス ト 南 株 式 会 社 23 100.0 ガス機器販売および付帯設備工事の設計・施工等
北 ガ ス フ レ ア ス ト 西 株 式 会 社 20 51.0 ガス機器販売および付帯設備工事の設計・施工等
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7. 主要な事業内容

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容

ガ ス 都市ガスの製造・供給および販売、LNG販売
Ｌ Ｐ Ｇ LPGの供給および販売
そ の 他 エ ネ ル ギ ー 電力・冷温熱の供給および販売、石油製品の販売、天然ガス自動車充填ガスの販売等
工 事 及 び 器 具 ガス機器・ガス設備の販売・貸付けおよびこれに関連する工事ならびにガス工事、エネルギー設備工事
そ の 他 OA機器の販売、保険代理業、水道検針、自動車販売

8. 主要な営業所および工場
（1）当社

名 称 所 在 地
本 社 札 幌 市 中 央 区
小 樽 支 店 小 樽 市 入 船
函 館 支 店 函 館 市 万 代 町
千 歳 支 店 千 歳 市 清 水 町
北 見 支 店 北 見 市
石 狩 Ｌ Ｎ Ｇ 基 地 石 狩 市 新 港 中 央
函 館 み な と 工 場 函 館 市 港 町
北 見 工 場 北 見 市 中 ノ 島 町

（2）子会社
名 称 所 在 地

北ガスジェネックス株式会社 札 幌 市 東 区
北ガスサービス株式会社 札 幌 市 中 央 区
北ガスジープレックス株式会社 札 幌 市 白 石 区
株式会社エナジーソリューション 小 樽 市 築 港
株式会社北海道熱供給公社 札 幌 市 東 区
北海道ＬＮＧ株式会社 札 幌 市 中 央 区
北ガスフレアスト東株式会社 札 幌 市 白 石 区
北ガスフレアスト南株式会社 札 幌 市 豊 平 区
北ガスフレアスト西株式会社 札 幌 市 西 区

9． 使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

ガ ス 657名 ＋ 52名
Ｌ Ｐ Ｇ 92名 － 2名
その他エネルギー 89名 ＋ 10名
工 事 及 び 器 具 352名 － 2名
そ の 他 41名 ＋ 3名
全 社 （ 共 通 ） 51名 0名
合 計 1,282名 ＋ 61名
（注）1. 上記は常勤の従業員数について記載しております。

2. 上記のほかに臨時従業員586名がおります。

10． 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 洋 銀 行 8,424百万円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 6,706
株式会社日本政策投資銀行 5,305
北海道信用農業協同組合連合会 4,557
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,174
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２ 会社の現況に関する事項

1. 株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 160,000,000株
（2）発行済株式の総数 82,703,137株（自己株式607,047株を含む）
（3）株主数 7,867名
（4）大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 4,904千株 5.97％

東 京 瓦 斯 株 式 会 社 4,274 5.20
株 式 会 社 北 海 道 銀 行 3,429 4.17
株 式 会 社 北 洋 銀 行 3,427 4.17

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほ銀行口
再 信 託 受 託 者 資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,629 3.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,485 3.02
北 海 道 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 2,475 3.01
札 幌 市 2,244 2.73
北 海 道 瓦 斯 従 業 員 持 株 会 1,768 2.15
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 1,500 1.82
（注）大株主の株主名および持株数は、株主名簿に基づき記載しており、持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しております。
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2. 新株予約権等に関する事項
　
（1）当事業年度の末日において当社役員（取締役）が保有している職務執行の対価として交付された新株
　 予約権の状況

発行日 発行決議日 新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数

新株予約権
１個当たりの
発行価額

新株予約権
1個当たりの
行使価額

新株予約権の権利行使期間
取締役の
保有状況
（保有者数）

平成27年
５月13日

平成27年
４月28日 219個 当社普通株式

21,900株 21,700円 100円 平成29年５月14日から
平成44年５月13日まで

219個
（6名）

平成28年
５月13日

平成28年
４月28日 234個 当社普通株式

23,400株 20,900円 100円 平成30年５月14日から
平成45年５月13日まで

234個
（6名）

（注）1. 新株予約権の目的となる株式の数は１個当たり100株であります。
2. 当社は新株予約権を社外取締役および監査役には割り当てておりません。

　
（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権の状況

発行日 発行決議日 新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数

新株予約権
１個当たりの
発行価額

新株予約権
1個当たりの
行使価額

新株予約権の権利行使期間
執行役員等
への交付状況
（交付者数）

平成28年
５月13日

平成28年
４月28日 198個 当社普通株式

19,800株 20,900円 100円 平成30年５月14日から
平成45年５月13日まで

198個
（9名）

（注）新株予約権の目的となる株式の数は１個当たり100株であります。
　
（3）その他新株予約権に関する重要な事項
平成24年９月５日開催の取締役会決議に基づき発行した「120％コールオプション条項付第３回無担保転換

社債型新株予約権付社債」に付された新株予約権の概要

新株予約権付
社債の総額

新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数

１株当たりの
転換価額 新株予約権の権利行使期間

新株予約権付
社債の残高
（転換率）

5,000百万円 5,000個 当社普通株式
19,083,969株 262円 平成24年11月１日から

平成29年９月21日まで
1,616百万円
（67.6％）

（注）1. 目的となる株式の数は、新株予約権付社債の金額の総額（5,000百万円）を1株当たりの転換価額（262円）で除して得られる数であります。
2. 1株当たりの転換価額は、一定の条件のもとで修正・調整されることがあります。
3. 120％コールオプション条項付転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権5,000個のうち613個については、当連結会計年度において転換請求に基
づき株式に転換されており、交付株式として新株式2,339,673株を発行しております。
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3. 会社役員に関する事項
　
（1）取締役および監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 大 槻 博 社長執行役員
エネルギーサービス事業本部長

代 表 取 締 役 岡 崎 哲 哉
副社長執行役員
社長補佐、資材部・経営企画部・監査部・
リスク管理担当

取 締 役 堤 信 之 常務執行役員
経理部担当、経理部長

取 締 役 近 藤 清 隆 常務執行役員
生産供給本部長

取 締 役 土 谷 浩 昭
常務執行役員
技術＆情報基盤整備本部長
総務人事部・人材開発センター担当

取 締 役 杉 岡 正 三 北ガスジェネックス株式会社
代表取締役社長

社 外 取 締 役 野 田 雅 生
野田総合法律事務所 第一室代表弁護士
東京地方裁判所 民事調停委員
日本ユニシス株式会社 社外監査役

社 外 取 締 役 中 上 英 俊 株式会社住環境計画研究所
代表取締役会長

監 査 役 （ 常 勤 ） 合 月 宏

社外監査役（ 常勤 ） 鈴 木 貴 博

社 外 監 査 役 小 山 俊 幸 北海道旅客鉄道株式会社
常務取締役 総合企画本部長

社 外 監 査 役 井 上 唯 文
（注）1. 野田雅生氏は野田総合法律事務所の第一室代表弁護士であり、当社は同事務所との間に法律顧問契約に基づく法律相談業務の委託の取引関係があります。中

上英俊氏は株式会社住環境計画研究所の代表取締役会長であり、当社は同研究所との間に共同実施協定に基づく調査研究業務およびコンサルティング業務の委
託の取引関係があります。また、その他の社外役員の兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
2. 鈴木貴博氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
3. 当社は、野田雅生氏、中上英俊氏、鈴木貴博氏、小山俊幸氏および井上唯文氏を一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として指定し、上場証券
取引所に届け出ております。
4. 平成29年４月１日現在の執行役員体制は次ページのとおりであります。

　
（2）責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役全員および社外監査役全員と会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を締結
しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額または1,000万円のい
ずれか高い額となります。
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（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額
取締役 8名 152百万円（うち社外取締役 2名 16百万円）
監査役 4名 51百万円（うち社外監査役 3名 33百万円）

　 （注）上記報酬等の総額には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役4百万円）を含んでおります。

　
（4）役員報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬等の額につきましては、平成18年６月29日開催の第160回定時株主総会において、取締役
は年額３億円以内、監査役は年額１億円以内と決議しております。
　各取締役および監査役の報酬額は、取締役につきましては取締役会の決議により決定し、監査役につき
ましては監査役の協議により決定しております。
　なお、取締役の報酬につきましては、社外取締役を除き、基本報酬とストックオプションとし、報酬等
の額の範囲内で決定しております。
　

（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
社外取締役野田雅生氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、企業法務の専門家としての
豊富な経験や事業運営リスクに関する高い見識から客観的な発言を行っております。
社外取締役中上英俊氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席し、エネルギー・環境分野に関
する専門的な知識と豊富な経験から企業経営全般に関して幅広く客観的な発言を行っております。
社外監査役鈴木貴博氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに、また、監査役会13回すべてに出
席し、金融業務で培われた財務リスクに関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。
社外監査役小山俊幸氏は、当事業年度開催の取締役会12回のうち11回、また、監査役会13回のうち12
回に出席し、経営企画業務に関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。
社外監査役井上唯文氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに、また、監査役会13回すべてに出
席し、地域社会・経済に関する高い見識から適宜客観的な発言を行っております。

　
（ご参考）当社では、取締役会の意思決定・監督機能を強化し、併せて業務執行機能の強化と責任の明確化を図るために執行役員

制度を導入しております。平成29年４月１日現在の執行役員体制は次のとおりであります。
社長執行役員 大 槻 博 エネルギーサービス事業本部長
常務執行役員 近 藤 清 隆 生産供給本部長

生産事業部長

常務執行役員 土 谷 浩 昭
技術＆情報基盤整備本部長
人材開発センター・監査部・
リスク管理担当

常務執行役員 末 長 守 人 総務人事部担当
総務人事部長

常務執行役員 井 澤 文 俊 経営企画本部長
経営企画部長

執 行 役 員 大 関 伸 二 供給事業部長
供給保安部長

執 行 役 員 山 本 一 夫 エネルギー開発事業部長
第一営業部長

執 行 役 員 八 木 渉 函館支店長

執 行 役 員 金 沢 明 法
フレアスト新会社担当
＜フレアスト新会社代表取締役
社長就任予定＞

執 行 役 員 前 谷 浩 樹
エネルギーサービス事業本部副本部長
スマートエネルギー＆ネットワーク
推進事業部長
エネルギー企画部担当

執 行 役 員 山 岸 泰 技術開発研究所長
執 行 役 員 栗 田 哲 也 スマートエネルギー推進部長
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4. 会計監査人の状況
　
（1）会計監査人の名称

仰星監査法人
　

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社が会計監査人に支払うべき公認会計士法第2条第1項の監査業務の報酬等の額

28百万円
② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額（①の金額を含む）

37百万円
（注）1. 当社の監査役会は、取締役、社内関係部門および会計監査人からの必要な資料の入手や報告聴取を通じて、監査計画の内容や従前からの職務執行状況

の妥当性・適切性を確認し、報酬見積りの算出根拠など精査・検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っておりま
す。
2. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区別しておらず、実質的にも区分でき
ないため、上記金額はこれらの合計額を記載しております。
3. 上記②の対象となる子会社は、株式会社北海道熱供給公社および北海道ＬＮＧ株式会社の２社であります。
　

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、ガス事業部門別収支計算規則に基づく証明書発行業務を、非監査業務とし
て委託し対価を支払っております。
　

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社の監査役会は、会計監査人の監査の品質、監査の有効性・効率性を総合的に勘案して、適正な会計監
査が期待できることを会計監査人の選考基準としております。監査役会は、会計監査人が会社法第340条第
１項各号に定める項目に該当すると認められる場合のほか、前記の選考基準に照らし、監査役会にて審議の
うえ、適正な会計監査が期待できないと判断される場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案
を株主総会に上程する方針です。
　

5. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制およびその運用状況の概要

　
　上記の体制（内部統制システム）の整備について、取締役会において決議した内容およびその運用状況の概要
は、以下のとおりであります。なお、内部統制システムの運用状況については、平成29年４月28日開催の取締
役会において、適切に運用されている旨の報告をしております。

（1）取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①取締役および従業員は、反社会的な勢力に屈せず毅然とした対応をとることを含め、当社の定める倫理方
針・倫理行動指針を遵守し、誠実かつ公正な事業運営を行う。
②取締役会は、取締役会規則を定め、重要事項の意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の職務執
行を監督する。
③取締役会は、社外取締役、社外監査役の招聘により、経営の客観性・透明性を確保する。
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④取締役は、財務報告にかかわる信頼性を確保するため、法令等に従い財務報告にかかわる内部統制の運
用、評価を行う体制を整備する。
⑤監査役は、取締役の職務執行に関して、監査役会で定める監査役監査基準に基づき、監査を行う。
⑥会計監査人は、会計に関する取締役の職務執行に関して、企業会計審議会で定める監査基準に基づき、監
査を行う。
⑦監査部は、内部監査規程に従い、業務、会計、情報システム等にかかわる諸状況について独立的な立場で
監査を行う。
⑧取締役会が決定した基本方針に基づき、執行役員会議は、内部統制システムを整備する。内部統制を効果
的に推進するために統制機能を統括する内部統制推進グループを設置し、コンプライアンスの徹底を図
る。併せて、組織横断的・第三者的視点によるその補完機能として、内部統制推進会議を設置する。

⑨コンプライアンスに関して、従業員等からの「相談・通報窓口」を設置し、未然防止と早期解決の実効性
を確保する。

　
<当該体制の運用状況>
　当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、加えて社外監査役３名を含む監査役４
名が出席することにより、意思決定および監督の実効性を確保しております。また、監査役監査、会計監査
および内部監査を通じて、当社グループの取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に基づき執行
されていることを確認しております。
　また当社は、取締役および従業員に対し、当社グループの倫理法令遵守に対する取り組み姿勢を示した
「北ガスグループ倫理方針」と従業者のとるべき行動や判断基準を示した「北ガスグループ倫理行動指針」
を定め、周知するとともに、「北ガスグループ倫理相談・通報制度管理基準」にもとづきグループ全体およ
び取引先の倫理相談・通報窓口を設置しており、当社グループの事業活動におけるリスクの現実化の未然防
止と早期発見・早期解決に努めております。
　

（2）取締役の職務の執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制
①取締役の職務の執行にかかわる情報については、取締役会規則、稟議規程等に従って議事録、稟議書その
他定められた文書を作成し、また、文書管理規程等に基づいて、定められた期間これを保存するなど適切
に管理する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、取締役会や執行役員会議等の議事録、会議資料および稟議書等を、「取締役会規則」をはじめと
した各会議の規程および「文書管理規程」等にもとづき作成し、適切に保存・管理しております。
　

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①内部統制規程に定めた内部統制推進体制において、当社およびグループ各社における事業目標達成の阻害
要因を明らかにし、継続的に改善を図る。

②災害等のリスクへの措置については、保安規程、防災業務規程等に従い所定の体制およびBCP（事業継続
計画）を整備し、迅速かつ適切な対応を図る。

③業務遂行に伴うリスクのうち、コンプライアンスに関するものは倫理管理規程等に従い、情報セキュリテ
ィに関するものは情報管理規程等に従うことで、迅速かつ適切な対応を図る。
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④その他の損失リスクについては、必要に応じてリスクヘッジに関するマニュアル等を整備し、当該リスク
の軽減等に取り組む。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、リスク管理、コンプライアンス管理、情報管理について、それぞれグループ共通規程を定め、厳
正な管理を行っています。また、ガス施設にかかわる災害予防対策、災害緊急措置および災害復旧のための
諸施策の基本を定めた「防災業務規程」において非常災害時の体制を明記し、非常災害時に円滑かつ適切な
防災業務活動の遂行を図ることができるよう定期的な教育・訓練を実施するとともに、地震発生時の事業中
断等の影響を最小限にとどめるために、BCP（事業継続計画）を整備しております。
　

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会の意思決定・監督機能の充実を図るとともに、執行役員制度を導入し、業務執行機能を強化す
る。
②取締役および執行役員の職務を効率的に行うために、職制、業務分掌規程、職責権限規程等の社内規程を
整備する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、原則月１回開催しております。社外取
締役の客観的な発言により、客観性・透明性を確保するとともに、会議資料を事前配付し議論の質を高める
など、取締役会の意思決定・監督機能の充実を図っております。また、社長執行役員を議長とする「執行役
員会議」を原則週１回開催し、取締役会付議事項以外の業務執行に関わる重要事項を決定しており、明確な
責任のもと迅速な意思決定に努めております。
　

（5）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①グループ会社に関する重要な事項は、当社の取締役会において決議する。
②グループ全体の健全な発展を図るため、当社と重要な子会社で構成する会議を定期的に開催する。
③当社の経営企画部が、統括管理部門として、関係会社管理規程に則り、関係会社の管理と指導を行う。ま
た、当社の監査部が内部監査規程、関係会社管理規程に則り、関係会社の内部監査を行う。
④当社の監査役、会計監査人は、法令の定めに基づき、定期的に重要な子会社の調査を行う。
⑤グループ全体に適用される内部統制規程を定め、グループ一体として統制を図る。グループ内部統制連絡
会議等を設置し、グループ各社への徹底を図る。
⑥グループ会社が営業成績・財務・経理・人事その他の経営上の重要事項を報告する手順を、関係会社管理
規程に定める。また、リスクが発現した場合の情報伝達方法を北ガスグループ内部統制規程に定める。
⑦グループ全体のリスクマネジメントシステムを構築し、それに則りグループ各社がリスク管理を実施する
ことを北ガスグループ内部統制規程に定める。
⑧中長期経営戦略の策定とそれにもとづく主要経営目標の設定を行い、進捗については当社と重要な子会社
で構成する会議等で定期的な実績管理を行うことにより、効率的かつ効果的な職務執行を確保する。
⑨グループ全体に適用される北ガスグループ倫理方針を定めるとともに、「北ガスグループ倫理相談・通報
窓口」を設置する。
　



15

▶ P 23

▶ P 20

▶ P 1

事
業
報
告

▶ P 17

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

▶ P 26

ト
ピ
ッ
ク
ス

監
査
報
告
書

株
主
さ
ま

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

▶ P 28

<当該体制の運用状況>
　当社は、取締役会、執行役員会議および当社と重要な子会社で構成する会議において、子会社に関する重
要事項を審議・決定するとともに、経営企画部が「関係会社管理規程」にもとづき、日々の子会社の業務執
行を管理しております。また、監査計画にもとづき、監査役、会計監査人および監査部による子会社の監査
を定期的に実施しております。
　また、北ガスグループが一体となって内部統制を推進するために、子会社各社との情報交換および決定事
項の報告等を行うことを目的とする「北ガスグループ内部統制連絡会議」等を設置し、定期的な情報共有を
行っています。
　

（6）監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項、当該従業員の取締役からの独立性に関する事項、当該従
業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
①監査役の職務執行および監査役会を補助すべき従業員として、専従スタッフを選任する。
②専従スタッフは、監査役の指揮命令に従うことを業務分掌規程に定めるとともに、監査役からの指揮命令
に従って職務を遂行する。

③専従スタッフの人事管理に関する事項については、監査役の同意を得る。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、監査役専従の従業員を配置した、執行部門から独立した「監査役室」を設置しており、当該従業
員は「業務分掌規程」のほか監査役会が定める規程等にもとづき、監査業務を補助しております。なお、当
該従業員の異動等の人事事項は監査役と協議のうえ決定しております。
　

（7）取締役および従業員が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制、報告した
者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制
①監査役は、職務執行に必要な事項に関して、随時、取締役および従業員に対して報告を求めることができ
る。
②監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、重要な決定や報告の把握ができ、また、各議事録、稟議書
等の重要な書類を閲覧できる。

③取締役は、職務執行に関し重大な法令・定款違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼ
す事実を知ったときは、これを直ちに監査役会に報告する。
④グループ会社の監査役、当社の経理部長および関係会社管理を担当する経営企画部長は、四半期ごとにグ
ループ会社の状況について、監査役に報告する。
⑤当社の監査部は、グループ会社のリスク、コンプライアンスおよび内部通報情報等について、必要に応じ
監査役に報告する。

⑥監査役へ報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けない旨を北ガスグル
ープ内部統制規程に定める。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の監査役は、取締役会のほか執行役員会議に出席するとともに、取締役会、執行役員会議の議事録の
ほか全社の稟議書を閲覧し、職務執行に必要な事項に関しては、随時取締役および従業員に対して報告を求
め、監査の実効性の向上を図っております。加えて監査部は、リスクマネジメントおよび内部通報制度等の
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運用状況について監査役へ報告しております。また、従業員等が監査役へ報告したことを理由に不利益な取
り扱いを受けた場合には、その内容について調査を行い、不利益に対し回復措置を求めることができる旨を
定めております。
　

（8）監査役の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他当職務の執行について生じる費用
または償還の処理に係る方針に関する事項
①監査役の職務の執行について生じる費用等について、毎年、適切な予算を設ける。
　
<当該体制の運用状況>
　当社は、監査役の職務執行にともない生じる費用について、執行部門から独立した「監査役室」において
予算を計上しております。
　

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、職務執行に必要な事項に関して、随時、取締役および従業員に対して報告を求めることができ
る。取締役会は、監査役が会計監査人、グループ会社の監査役および内部監査部門等と連携し、監査役の
監査が実効的に行われることを確保する。
　
<当該体制の運用状況>
　当社の監査役は、「監査役監査基準」にもとづき、代表取締役との定期的な会合を行うとともに、必要に
応じ、取締役および従業員から業務執行の報告を求めることができることとしております。またグループ会
社の監査役、会計監査人および監査部等と連携・調整することにより、実効性のある監査を実施しておりま
す。
　

6. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　
　当社グループは、安全高度化への取り組みを前提に、一体となって営業力を強化し、収益の拡大を図るととも
に、業務効率化とコストダウンを進めながらフリーキャッシュフローの獲得に努め、企業価値の向上を図ってま
いります。
　剰余金の配当等につきましては、継続的かつ安定的に配当を行うことを基本方針といたします。年間配当につ
きましては、１株につき６円の配当額水準を確保し、連結配当性向につきましては30％を下回らないことを当面
の基準といたします。そのうえで、企業体質および競争力の強化ならびに事業展開に必要な設備投資等のための
内部留保と併せまして、株主の皆さまへの適切な利益還元に努めてまいります。
　このような方針のもと、当事業年度の剰余金の配当につきましては、昨年10月26日開催の取締役会決議に基
づき１株につき金４円の中間配当を実施するとともに、期末配当につきましては、当事業年度の業績および今後
の事業展開等を総合的に勘案し、本年５月31日開催の取締役会において１株につき金４円と決定させていただき
ました。これにより、当事業年度における剰余金の年間配当につきましても、中間配当を含め前事業年度と同額
の、１株につき金８円となります。
　なお、第162回定時株主総会の決議により、剰余金の配当等の決定機関を取締役会とする旨ならびに中間配当
等の基準日を定款に定めております。
　

　本事業報告に記載の金額および株式に関する事項等につきましては、記載した数値未満の端数がある場合、原則としてこれを切り捨てております。
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連結計算書類

連結貸借対照表（平成29年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
固定資産

有形固定資産

　製造設備

　供給設備

　業務設備

　その他の設備

　建設仮勘定

無形固定資産

　その他

投資その他の資産

　投資有価証券

　退職給付に係る資産

　繰延税金資産

　その他

貸倒引当金

流動資産

　現金及び預金

　受取手形及び売掛金

　商品及び製品

　原材料及び貯蔵品

　繰延税金資産

　その他

貸倒引当金

115,753,987

103,990,062

31,151,318

39,450,111

8,598,610

17,609,840

7,180,181

2,808,996

2,808,996

8,954,928

5,401,701

1,132,961

611,129

1,835,706

△26,570

20,304,060

1,151,688

10,138,174

256,310

5,423,163

511,873

3,188,047

△365,198

固定負債 70,955,917
　社債 33,000,000
　長期借入金 30,322,308
　再評価に係る繰延税金負債 725,719
　退職給付に係る負債 3,948,349
　ガスホルダー修繕引当金 271,401
　保安対策引当金 221,938
　熱供給事業設備修繕引当金 155,395
　リース債務 1,435,003
　その他 875,801
流動負債 23,053,601
　1年以内に期限到来の固定負債 5,861,523
　支払手形及び買掛金 5,961,008
　コマーシャル・ペーパー 2,000,000
　短期借入金 426,481
　その他 8,804,587
負債合計 94,009,518
（純資産の部）
株主資本 37,484,651
　資本金 6,731,330
　資本剰余金 4,491,170
　利益剰余金 26,423,278
　自己株式 △161,128
その他の包括利益累計額 2,587,755
　その他有価証券評価差額金 1,955,423
　土地再評価差額金 672,062
　退職給付に係る調整累計額 △39,731
新株予約権 13,136
非支配株主持分 1,962,985
純資産合計 42,048,528

資産合計 136,058,047 負債純資産合計 136,058,047
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連結損益計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 87,040,839
売上原価 58,845,021
　 売上総利益 28,195,818
供給販売費及び一般管理費 26,690,354
　 営業利益 1,505,464
営業外収益
　受取利息 219
　受取配当金 515,530
　受取賃貸料 117,518
　その他 482,830 1,116,099
営業外費用
　支払利息 530,464
出向社員費用 177,792
　その他 89,169 797,427
　 経常利益 1,824,136
特別損失
　減損損失 112,354 112,354
　 税金等調整前当期純利益 1,711,781
　 法人税、住民税及び事業税 584,800
　 法人税等調整額 △207,935
　 当期純利益 1,334,915
　 非支配株主に帰属する当期純利益 37,560
　 親会社株主に帰属する当期純利益 1,297,355
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連結株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
（単位：千円）

株主資本 その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整
累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 6,424,830 4,184,659 25,278,358 △155,686 35,732,162 1,813,527 1,162,266 △11,902 2,963,892 4,382 1,925,424 40,625,861

当期変動額

　新株の発行
(新株予約権の行使) 306,500 306,500 613,000 613,000

　剰余金の配当 △639,074 △639,074 △639,074

　 親会社株主に帰属する
　当期純利益 1,297,355 1,297,355 1,297,355

　自己株式の取得 △5,728 △5,728 △5,728

　自己株式の処分 11 286 297 297

　 持分法の適用範囲の変動 △27,884 △27,884 △27,884

　 土地再評価差額金の取崩 514,524 514,524 514,524

　 株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額） - 141,896 △490,204 △27,828 △376,136 8,753 37,560 △329,822

当期変動額合計 306,500 306,511 1,144,920 △5,442 1,752,489 141,896 △490,204 △27,828 △376,136 8,753 37,560 1,422,667

当期末残高 6,731,330 4,491,170 26,423,278 △161,128 37,484,651 1,955,423 672,062 △39,731 2,587,755 13,136 1,962,985 42,048,528
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計算書類

貸借対照表（平成29年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）
固定資産
有形固定資産
　製造設備
　供給設備
　業務設備
　附帯事業設備
　建設仮勘定
無形固定資産
投資その他の資産
　投資有価証券
　関係会社投資
　関係会社長期貸付金
　長期前払費用
　繰延税金資産
　前払年金費用
　その他投資
　貸倒引当金
流動資産
　現金及び預金
　受取手形
　売掛金
　関係会社売掛金
　未収入金
　製品
　原料
　貯蔵品
　前払費用
　関係会社短期債権
　繰延税金資産
　その他流動資産
　貸倒引当金

101,862,380
79,868,316
23,787,627
41,053,545
8,176,986
844,533
6,005,623
2,675,900
19,318,164
5,004,789
5,438,322
6,160,000
1,137,731
51,601

1,155,396
388,851
△18,527

19,277,834
87,495
240,234
6,392,486
1,459,194
1,342,244
28,531

5,036,974
283,058
149,017
3,162,818
270,984
873,804
△49,009

固定負債 66,054,062
　社債 33,000,000
　長期借入金 28,854,814
　再評価に係る繰延税金負債 725,719
　退職給付引当金 2,515,373
　ガスホルダー修繕引当金 271,401
　保安対策引当金 221,938
　資産除去債務 250,636
　その他固定負債 214,178
流動負債 21,419,653
　1年以内に期限到来の固定負債 5,343,596
　買掛金 4,819,677
短期借入金 426,481
　未払金 3,273,723
　未払費用 1,949,883
　未払法人税等 472,035
　前受金 604,368
　預り金 69,762
　関係会社短期債務 2,432,253
　工事損失引当金 8,634
　コマーシャル・ペーパー 2,000,000
　その他流動負債 19,235
負債合計 87,473,715
（純資産の部）
株主資本 31,028,815
　資本金 6,731,330
　資本剰余金 4,491,170
　 資本準備金 4,491,095
　 その他資本剰余金 75
　利益剰余金 19,967,442
　 利益準備金 775,775
　 その他利益剰余金 19,967,442
　 別途積立金 13,600,000
　 繰越利益剰余金 5,591,667
　自己株式 △161,128
評価・換算差額等 2,624,547
　その他有価証券評価差額金 1,952,485
　土地再評価差額金 672,062
新株予約権 13,136
純資産合計 33,666,499

資産合計 121,140,215 負債純資産合計 121,140,215
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▶ P 17

損益計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
製品売上
　ガス売上 46,766,073 46,766,073
売上原価
　期首たな卸高 38,972
　当期製品製造原価 27,119,264
　当期製品自家使用高 688,648
　期末たな卸高 28,531 26,441,057
　 売上総利益 20,325,016
供給販売費 18,887,799
一般管理費 2,381,421 21,269,220
　 事業損失（△） △944,204
営業雑収益
　受注工事収益 2,970,330
　器具販売収益 7,530,063
　その他営業雑収益 48,710 10,549,104
営業雑費用
　受注工事費用 2,802,708
　器具販売費用 7,059,315 9,862,024
附帯事業収益 14,580,565
附帯事業費用 13,416,080
　 営業利益 907,361
営業外収益
　受取利息 72,569
　受取配当金 524,451
　受取賃貸料 139,726
　雑収入 447,507 1,184,255
営業外費用
　支払利息 276,686
　社債利息 226,530
　社債発行費償却 25,152
　出向社員費用 283,581
　雑支出 32,876 844,827
　 経常利益 1,246,789
　 税引前当期純利益 1,246,789
　 法人税等 367,028
　 法人税等調整額 △204,808 162,219
　 当期純利益 1,084,570
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株主資本等変動計算書（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 6,424,830 4,184,595 64 4,184,659 775,775 13,600,000 4,631,647 19,007,422
当期変動額
　新株の発行
（新株予約権の行使） 306,500 306,500 306,500
剰余金の配当 △639,074 △639,074
当期純利益 1,084,570 1,084,570
自己株式の取得
自己株式の処分 11 11
土地再評価差額金の取
崩 514,524 514,524
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）
当期変動額合計 306,500 306,500 11 306,511 - - 960,019 960,019
当期末残高 6,731,330 4,491,095 75 4,491,170 775,775 13,600,000 5,591,667 19,967,442
　

株主資本 評価・換算差額等 新株
予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △155,686 29,461,226 1,810,919 1,162,266 2,973,186 4,382 32,438,795
当期変動額
　新株の発行
（新株予約権の行使） 613,000 613,000
剰余金の配当 △639,074 △639,074
当期純利益 1,084,570 1,084,570
自己株式の取得 △5,728 △5,728 △5,728
自己株式の処分 286 297 297
土地再評価差額金の
取崩 514,524 514,524
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 141,566 △490,204 △348,638 8,753 △339,884
当期変動額合計 △5,442 1,567,589 141,566 △490,204 △348,638 8,753 1,227,704
当期末残高 △161,128 31,028,815 1,952,485 672,062 2,624,547 13,136 33,666,499
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年5月8日

　北海道瓦斯株式会社
　 取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 南 成 人 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 口 哲 生 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、北海道瓦斯株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人
の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北海道瓦斯株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年5月8日

　北海道瓦斯株式会社
　 取 締 役 会 御 中

仰 星 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 南 成 人 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 口 哲 生 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、北海道瓦斯株式会社の平成28年4月1日から平成29年3月31日まで
の第171期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第171期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図りながら、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席するほか、随時、取締役及び使用人等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社に赴き業務
及び財産の状況を調査いたしました。
② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)の状況を調査いたしました。
③ 会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告、計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びこれらの附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成29年5月12日

北海道瓦斯株式会社 監査役会
監 査 役 （常 勤） 合 月 宏 ㊞
社外監査役（常勤） 鈴 木 貴 博 ㊞
社 外 監 査 役 小 山 俊 幸 ㊞
社 外 監 査 役 井 上 唯 文 ㊞
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トピックス

■石狩ＬＮＧ基地２号タンクの概要
寸　　法：外径 約87ｍ、高さ 約58ｍ
貯蔵容量：20万kL

外航船が入港した様子

左が２号タンク、右奥が１号タンク

石狩ＬＮＧ基地２号タンクの運用を開始
　
2013年４月から建設を進めてきました、石狩ＬＮＧ基地で２基目となるLNGタンク（２号タンク）が完成
し、昨年９月から運用を開始しました。２号タンクの稼働により、石狩ＬＮＧ基地の貯蔵能力は18万kLから
38万kLに増強されました。また、これまでは、積み荷のＬＮＧを石狩ＬＮＧ基地と東京ガス株式会社の２カ所
に分けて荷揚げする「２港揚げ」を行っていましたが、ＬＮＧタンクが２基になったことで、全てを荷揚げす
る「満船揚げ」へと変わりました。
これにより、今後の北海道における旺盛な天然ガス需要に対して、基地の柔軟かつ安定的な操業が可能にな
るだけでなく、ＬＮＧ調達の多様化と安定性・柔軟性の向上、さらには中長期的な調達コストの低減が図られ
ます。
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ボランティアとして会場運営を支援

当社グループ応援団が競技会場にて参加選手を応援

「2017冬季アジア札幌大会」のオフィシャルスポンサーとして大会運営をサポート
　
アジア地域における冬季スポーツの発展を目的とした「2017冬季アジア札幌大会」が、本年２月に札幌市
と帯広市にて開催されました。冬季アジア大会は４年ごとにアジア各地で開催されており、今回で第８回目と
なる本大会では、過去最大規模となる32の国と地域から約1,200名の選手たちが参加し、大会期間８日間の総
来場者数は約８万人と大きな盛り上がりを見せました。
当社は、本大会のオフィシャルスポンサーとして、大会ロゴを掲載した名刺、ピンバッチ、車両ステッカー
などにより、当社グループ全体で積極的なＰＲ活動を行いました。また、当社グループの従業員と家族が大会
ボランティアとして、入場受付や会場案内などをサポートするとともに、応援団を結成し、国旗や手作りのプ
ラカードを用いて参加選手に大きな声援を送りました。
当社グループは、地域社会の一員として、今後もスポーツ振興などを通じて、地域の活性化に貢献してまい
ります。
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●●銀行

配当金の便利なお受け取り方法のご紹介

郵便局等でのお受け取り１

「配当金領収証方式」

証券口座でのお受け取り3銀行口座等でのお受け取り2

　配当金のお受け取りには、下記の３つの方法があります。
現在、①の方法をご利用の株主さまには、お受け取り忘れがなく確実・安全・簡単な、②または③の方法への
変更をおすすめします。
　変更のお手続きに関しましては、P.29「各種ご照会先」に記載の証券会社等に直接お問い合わせください。

確定申告に必要な配当金「支払通知書」について
　同封の「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねておりますので、確定
申告の際には添付資料としてご使用いただけます。
　ただし、上記③証券口座でのお受け取り（「株式数比例配分方式」）の場合は、お取り扱いが異なりますので、
お取引のある証券会社へお問い合わせください。

当社が郵送する「配当金領収
証」を持参し、郵便局等で受
け取る方法。

・配当金を郵便局等でお受け取りの場合は、「配当金領収証」に記載の受取期間内にお受け取りください。
・万が一、受取期間を経過した場合または領収証を紛失された場合は、P.29「三井住友信託銀行証券代行部」にお問い合わせください。

「株式数比例配分方式」
各証券会社の保有株式に応じ
て、各社の証券口座で受け取
る方法。

「単純取次ぎ方式」または
「登録配当金受領口座方式」
配当金をご指定の金融機関口
座で受け取る方法。

当社 当社当社

A証券

持参

配当金領収証

株主さまインフォメーション
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＜当社個人投資家さま向けサイト＞

詳しい情報は 北海道ガス　個人投資家 検 索

株式事務のご案内

各種ご照会先

個人投資家さま向けサイトのご案内

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
剰余金の配当の基準日
株 主 名 簿 管 理 人 ・
特 別 口 座 管 理 機 関
公 告 方 法

上 場 取 引 所
定時株主総会の決議の結果

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
期末：毎年3月31日　中間：毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
電子公告により当社ホームページに掲載
 （http://www.hokkaido-gas.co.jp/）
東京証券取引所・札幌証券取引所
金融庁が定める臨時報告書を金融庁の電子開示システムＥＤＩＮＥＴ（http://info.edinet-
fsa.go.jp/）または、当社ウェブサイト（http://www.hokkaido-gas.co.jp/）に掲載

配当金受取方法変更・
住所変更等の各種お手続き

単元未満株式の
買取・買増請求

お取引のある
証券会社等に直接
お問い合わせください

　北海道ガスのウェブサイトでは、個人投資家さま向けの
コーナーを設け、『IR関連情報』や、『株主優待制度』の
ご案内などをご提供しております。ぜひご覧ください。

三井住友信託銀行 証券代行部

証券会社に口座を
お持ちの株主さま

証券会社等に口座がない場合
（当社の株を特別口座でお持ちの株主さま）お問い合わせ内容

フリーダイヤル0120-782-031
受付時間（平日9:00 ～ 17:00）

〒168-0063　東京都杉並区和泉2-8-4
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見やすいユニバー
サルデザインフォ
ントを採用してい
ます。

　



第171回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

北海道瓦斯株式会社
当社は、第171回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結
注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、
当社ウェブサイト （http://www.hokkaido-gas.co.jp/）に掲載することにより
株主の皆さまに提供しております。

定時株主総会招集通知/WEB開示用 （宝印刷）  2017年05月28日 05時09分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 1 ―

連結注記表（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 9社
主要な連結子会社の名称
　北ガスジェネックス㈱、北ガスサ－ビス㈱、北ガスジープレックス㈱、㈱エナジーソリューション、㈱北海道熱供給公社、
　北海道ＬＮＧ㈱、北ガスフレアスト南㈱、北ガスフレアスト東㈱、北ガスフレアスト西㈱

（2)主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
　北ガスフレアスト北見㈱
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）、及び利益剰余金（持分に見合
う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 なし
持分法を適用した関連会社の数 6社

主要な会社等の名称
　㈱日石プロパン供給センター、㈱サッポロエネルギーサービス、北ガスフレアスト北㈱、北ガスフレアスト函館北㈱、
　北ガスフレアスト函館南㈱、苫小牧バイオマス発電㈱
当連結会計年度において、苫小牧バイオマス発電㈱は重要性が増したため、持分法適用の範囲に含めております。

（2）持分法を適用しない非連結子会社の名称等
持分法を適用しない非連結子会社
　主要な会社等の名称

　北ガスフレアスト北見㈱
　持分法を適用しない理由

　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないため、持分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、北ガスフレアスト南㈱、北ガスフレアスト東㈱、北ガスフレアスト西㈱の決算日は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたりましては、北ガスフレアスト南㈱、北ガスフレアスト東㈱、北ガスフレアスト西㈱につきましては
12月31日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
　 時価のないもの 移動平均法による原価法
② デリバティブ 時価法
③ たな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。但し、当社の千歳支店、石狩ＬＮＧ基地並びに供給設備のうち天然ガス用設備及び一部の連結子
会社は、定額法によっております。
　また、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

導管 13～22年
機械装置及び工具器具備品 2～20年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産のうち、一括償却を選択した資産については、3年間で均等償却
をしております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

　 ③ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 ④ 長期前払費用
　均等償却をしております。

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② ガスホルダー修繕引当金
　球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上
しております。

　 ③ 保安対策引当金
　ガス事業の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、お客さまがガスをご使用にならない経年管等の対策に要する費用
の見積額を計上しております。

　 ④ 熱供給事業設備修繕引当金
　熱供給事業設備の定期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上し
ております。
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（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
② 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。
　会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　
会計方針の変更
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28
年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か
ら定額法に変更しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
　(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用
しております。

表示方法の変更
１.連結貸借対照表
　前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めておりました「リース債務」（前連結会計年度630,867千円）については、
重要性が高まったため、当連結会計年度より区分掲記しております。
２.連結損益計算書
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「業務受託料」（前連結会計年度95,176千円）は、重要性が乏
しくなったため、当連結会計年度は「その他」に含めて表示しております。

会計上の見積りの変更
　当連結会計年度において、一部の事務所の賃貸借契約に伴う原状回復義務及び一部の建物解体時におけるアスベスト除去の履行時期
を合理的に見積ることが可能となったため、見積り変更に伴う費用を資産除去債務として215,684千円計上しております。
　なお、この見積りの変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は192,000千円減少しておりま
す。
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連結貸借対照表に関する注記
1. 事業用土地の再評価

　当社は、土地再評価法（「土地の再評価に関する法律」平成10年3月31日公布、法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。
　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布、政令第119号）第2条第4号によるところの地価
税の計算のために公表された方法により算定した価格に合理的な調整を行う方法及び第5号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によ
って算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年3月31日
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳
簿価額の合計額との差額 △1,351,215千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 207,509,115千円
3. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保提供資産

その他の設備（工場財団他） 3,720,706千円
（2）担保に対応する債務

　長期借入金 1,043,354千円
（うち1年以内に期限到来の固定負債 288,444千円）

4. 保証債務等
（1）保証債務

　当社従業員の金融機関からの住宅資金借入に対する連帯保証
292千円

　石狩サービス㈱の清算により承継した個人向けリース機器契約に対する連帯保証
11,320千円

（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務
8,000,000千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 82,703,137株
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

平成28年5月27日
取締役会 普通株式 319,104 4.0 平成28年3月31日 平成28年6月3日

平成28年10月26日
取締役会 普通株式 319,970 4.0 平成28年9月30日 平成28年12月1日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

平成29年5月31日
取締役会 普通株式 利益剰余金 328,384 4.0 平成29年3月31日 平成29年6月6日
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3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる
株式の数

普通株式 6,167,939株
（注)1.目的となる株式の数は、期末日現在の転換価額により計算しており、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合におけ

る株式数を記載しております。
2.新株予約権付社債については、一括法によっております。

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、グループ全体の資金効率を高める目的で、キャッシュ・マネジメント・システムによるグループ金融を実施し
ております。グループ各社の営業性資金を当社に集中し、不足額の資金調達に関しては、主に当社の社債等の直接調達及び金融機
関からの間接調達により行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信開始時の信用調査並びに一部の大口取引先に関しては、外部の保証機関に
よる債権保証制度を利用して信用リスクの低減を図っております。
　投資有価証券である株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。
　社債・借入金等の使途は主に設備投資に係る長期資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております
が、一部の長期資金について、当該リスクをヘッジすることを目的として、金利スワップ取引を実施しております。
　外貨建営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該リスクをヘッジすることを目的として、為替予約取引を実施
しております。なお、金利スワップ・為替予約等デリバティブ取引は、社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
　また、営業債務や短期借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰り計画を作成す
るなどの方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 「2.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引
に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成29年3月31日（当連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。（（注2）参照）

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額（＊2） 時価（＊2） 差 額

（1）受取手形及び売掛金（＊1） 9,772,975 9,772,975 -
（2）投資有価証券
　 その他有価証券 3,247,937 3,247,937 -
（3）コマーシャル・ペーパー (2,000,000) (2,000,000) -

（4）社債 (33,000,000) (33,418,500) (418,500)

（5）転換社債型新株予約権付社債 (1,616,000) (1,702,294) (86,294)

（6）長期借入金 (34,388,474) (34,779,563) (391,089)

（7）支払手形及び買掛金 (5,961,008) (5,961,008) -
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（＊1）貸倒引当金を控除して記載しております。
（＊2）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注1)金融商品の時価の算定並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　（1）受取手形及び売掛金

　受取手形及び売掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。
　（2）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとお
りです。

（単位：千円）
種 類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 株式 382,672 3,043,078 2,660,406

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 株式 214,791 204,858 △9,933

合 計 597,463 3,247,936 2,650,473
　（3）コマーシャル・ペーパー

コマーシャル・ペーパーは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。
　（4）社債、並びに（5）転換社債型新株予約権付社債

　当社の発行する社債、転換社債型新株予約権付社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。
　（6）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しております。

　（7）支払手形及び買掛金
　買掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。

　（8）デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相

当額は、次のとおりです。
（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時 価 当該時価の

算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 3,950,000 3,300,000 （＊1）

為替予約等
の振当処理

為替予約取引
買建 米ドル 外貨建金銭債務 2,872,572 （＊2）

（＊1）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記（6）参照）　（＊2）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債務と一体として処理されているため、その時価は、
当該外貨建金銭債務の時価に含めて記載しております。（上記（7）参照）
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(注2)非上場株式（連結貸借対照表計上額2,153,764千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（2）投資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。

(注3)1年以内に期限到来の固定負債に含まれている長期借入金は、注記上長期借入金に一括して掲記しております。

1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 488円12銭
2. 1株当たり当期純利益 16円19銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。但し、千歳支店、石狩ＬＮＧ基地並びに供給設備のうち、天然ガス用設備は定額法によっておりま
す。また、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法に変更しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

導管 13～22年
機械装置及び工具器具備品 2～20年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産のうち、一括償却を選択した資産については、3年間で均等償却を
しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用
　均等償却をしております。

2. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブ 時価法
（3）たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において
発生していると認められる額を計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によって
おります。
　会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として15年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
　数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。
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（3）ガスホルダー修繕引当金
　球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回修繕までの期間に配分して計上し
ております。

（4）保安対策引当金
　ガス事業の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、お客さまがガスをご使用にならない経年管等の対策に要する費用の
見積額を計上しております。

（5）工事損失引当金
　ガス機器工事に係る将来の損失発生に備えるため、当事業年度末の未引渡工事についての翌事業年度以降の損失発生見込額を
見積り計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　
会計方針の変更
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28
年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定
額法に変更しております。
　なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。
　(追加情報)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用し
ております。

表示方法の変更
損益計算書

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「業務受託料」（前事業年度95,176千円）は、重要性が乏しくな
ったため、当事業年度は「雑収入」に含めて表示しております。

貸借対照表に関する注記
1. 事業用土地の再評価

　土地再評価法（「土地の再評価に関する法律」平成10年3月31日公布、法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
「土地再評価差額金」を純資産の部に計上しております。
　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布、政令第119号）第2条第4号によるところの地価
税の計算のために公表された方法により算定した価格に合理的な調整を行う方法及び第5号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によ
って算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年3月31日
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の
帳簿価額の合計額との差額 △1,351,215千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 167,506,246千円
　 無形固定資産の減価償却累計額 3,391,352千円
3. 保証債務等
（1）保証債務
　 当社従業員の金融機関からの住宅資金借入に対する連帯保証
　 292千円
　 石狩サービス㈱の清算により承継した個人向けリース機器契約に対する連帯保証

11,320千円
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（2）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務
8,000,000千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 10,939,183千円
仕入高 9,974,889千円
営業取引以外の取引高 370,711千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 607,047株

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
　繰延税金資産 退職給付引当金
　繰延税金負債 前払年金費用

関連当事者との取引に関する注記
　役員及び個人主要株主等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している

会社

(株)住環境
計画研究所

＊1
東京都千
代田区 42,000

調査研究業務
コンサルティ

ング業務
― 業務の委託

業務の
委託
＊2

11,588 未払金 5,715

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
　 ＊1 当社役員中上英俊及びその近親者が、期末現在、その議決権の79％を直接保有しております。

＊2 当社と（株）住環境計画研究所とは、共同事業実施協定書を締結しており、委託料は協議により決定しております。

１株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 409円93銭
2. 1株当たり当期純利益 13円54銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

　
その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

定時株主総会招集通知/WEB開示用 （宝印刷）  2017年05月28日 05時09分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）




